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農業生産活動がその過程において農産物以外の正の外部性を有することは我が

国のみならず多くの国・地域において多年にわたって認識され、1998 年の OECD

農 業大臣コミュニケにおいて農業には「多面的性質（ multifunctional 

characters）」が存在することが述べられた。このことは、ピグーやコース以来、

正または負の外部性への対処について議論を重ねてきたオーソドックスな新古典

派経済学的観点に立てば、不自然なことではない。すなわち、他の生産活動と同

様、農業生産においても正または負の外部性が発生すると仮定することに特段の

異論が発生する余地はない。 
1998 年大臣コミュニケを受けて 1999 年から OECD 農業委員会において多面的機

能の分析作業が申請者を中心として開始されることとなり、そこでの焦点も、多

面的機能の有無ではなく、多面的機能の存在が農業補助金を正当化しうるか、あ

るいはどのような形態の農業補助金を正当化しうるかという点に置かれることと

なった。WTO 農業交渉と密接に関連する政策事項であり、従って各国の政治的な

ポジションの影響を受けやすいことから、その議論に規律を持たせる必要があり、

経済学的に厳密な概念分析を行うこととなった。そのような概念分析を通じて、

政策議論の本質は、ピグー的補助金が正当化される前提条件、すなわち主生産物

と外部性の定常的な結合性と外部性の公共財的性格、を農業の多面的機能が満た

しているか否かであることが明らかになった。さらにこの点をいかに現実的な精

度をもって定量的に吟味するかについての分析を、概念分析に続く政策分析とし

て行った。本論文の１章、２章は、概念分析から政策分析に至る一連の分析の結

果をまとめたものである。 



１章において、概念分析に係わる基本的フレームとして、①農産物と多面的機

能の供給サイドに係わる結合性の吟味、②結合性が存在する場合における開放経

済下での市場の失敗の可能性の需要サイドからの吟味、さらに③結合性が存在し、

かつ市場が失敗する場合における政策介入の実施主体を決定するための多面的機

能の公共財的性格の吟味、を提示した。その上で、特に、②、③について政府に

よる直接的な政策介入の必要性の有無という観点から詳細な概念整理を行った。

加えて、政策立案における情報の不足が政策自体に与える影響や、政策が国際的

な所得分配に与える影響についても詳細な議論を展開した。 

２章においては、上記①の結合性の吟味に関連して、多面的機能を農産物生産

から独立して供給（「切り離し供給」）する場合の費用を算出することによって、

農産物との同時生産と農産物の輸入による供給と多面的機能の切り離し供給の比

較を行い、範囲の経済の成立の有無を吟味することが、結合性をチェックする最

も妥当な手法であることを示した。このことにより、多面的機能を理由とした農

産物生産に対する何らかの政策介入の妥当性の判断が政策実務上はじめて可能と

なることを示した。また、結合の形態を詳細に吟味することによって、政策介入

の最適な形態の選択が可能となることを示した。加えて、２章においては、１章

で概念整理を行った事項について、政策立案を行うための具体的な手法を提案し

た。特に、情報の不足については、多面的機能の需要計測において不可避的に発

生する不確実性に対応する方策として財政上の地方分権を提唱するとともに、そ

の際に発生する地域間所得格差是正の問題への政策的対応についても具体的な提

案を行った。さらに、政策の不安定性が政策選択に与える影響とその回避の方法

についても具体的な提案を行った。 

３章においては、１章，２章での多面的機能をめぐる議論が、基本的には多面

的機能および農業環境負荷の存在を前提として農業生産の継続の適否を分析した

のに対し、農業環境の改善に関する政策、いわゆる農業環境施策の立案、評価に

関して、申請者による多面的機能の分析フレームと同程度の理論的厳密性や実証

的応用可能性を有するフレームワークの確立を試みた。農業環境政策を評価する

ための基本的な考え方は、例えば OECD において議論されているが、環境改善便益

が費用を上回ること、営農改善が効率的であること、農家の所有権が明示的に定

義されていること、等の限定的かつ一般的なガイドラインの提示にとどまってい

る。そこで本章では、農業の生産を継続することの妥当性と環境改善を一体化さ

せたフレームの提示、環境改善便益の公共財的性質による最適政策実施者の決定、

取引費用が政策決定に与える影響、情報の不足が政策決定に与える影響とそれへ

の対応方法、公平性等の効率性基準以外の観点への配慮等、多面的機能の分析枠

組みにおいて提示されたような総合的な視点から、農業環境政策分析のための実

務的な分析枠組みを提示した。 

つぎに、４章においては、１章、２章において議論された概念分析のフレーム

および政策議論について、滋賀県湖北地域を事例として実際の応用を試みた。同

地域における既存の統計データにより実際の政策立案を行える可能性が大きいこ



と、その際、分析の単位として市町村あるいは旧市町村では精度が低すぎること

から実際の政策立案には不適切であること、集落単位であれば、政策立案を可能

とするデータの収集が可能であること、国際価格の変動および経営規模が政策選

択に最も大きな影響を与えること、特に経営規模が大きな影響を与えることにつ

いては、構造政策との整合性の確保が多面的機能政策立案上重要であること、を

示した。 

５章においては、３章で提示したフレームによって、我が国で最初に導入され

た環境支払いである滋賀県の環境直接支払いおよび流域型環境直接支払い制度の

評価を行った。 

本年 3 月に食料・農業・農村基本計画が改訂され、消費者負担型農政から納税

者負担型農政への大転換が指向されることとなった。このような納税者負担型の

農政の推進にあたって最も重要なことは、その負担が政策目的に照らして正当化

されることを納税者に対して透明な方法によって説明することである。政策目的

はなにか、その達成のために農業保護が最も合理的な選択か、全ての農業保護が

必要か、政府による保護が最も効果的か、保護の方法は公平か？これらの質問に

対して政策立案者や執行者は明確な説明責任を有する。 

本論文においては、そのような納税者に対する説明責任を理論的な厳密性に依

拠し、しかも実務的に可能な方法により果たすための方法論を演繹的に議論し、

あわせて、その有効性を実証的に検証した。その過程において、農法と多面的機

能の結合性という技術的観点、国際価格と国内政策の関連という国際経済学的観

点、多面的機能の需要分析というミクロ経済学的観点、地方と国家の適切な役割

分担という財政的観点、組織によって取引費用を減少させることによって非政府

供給を促進するという制度論的観点等、広範な視点で総合的に分析・検討しなけ

れば適切な政策選択は不可能であることを明らかにした。このことは、今後の農

政を考える上で大変重要な視点を提供したものと考える。 

また、本論文において情報不足への対処のための重要な方法として意思決定の

地方分権化が有効であることを示した。消費者負担型農政においてはこのことは

大きな意味を持たなかったが、納税者負担型農政においては極めて大きな政策的

意味合いを有する。地方分権と農政のあり方についても本論文の貢献は小さくな

いと考える。 
 


